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法令を改正したり廃止したりする場合、既存の法律関係を考慮することなくいき

なり新しい法律関係を適用すると、それまでの法律関係に基づいて営まれてきた

社会生活の安定性は大きく損なわれることになります。そのため、新しい法律関

係に円滑に移行できるように既存の法律関係をある程度認める等の規定を置くこ

とが望まれます。このような規定を経過規定といい、通常、附則に置かれます。

そのような経過規定の中に、よく似た二つの規定があります。ひとつは「なお従

前の例による」というもので、もうひとつは「なおその効力を有する」というもので

す。

両者は、既存の法律関係の存置という点については、ほぼ同じ効果を有すると

いえます。特に、罰則の経過措置として規定される場合には、両者の間に効果の

差はほとんどありません。実際に、罰則の経過規定にはどちらも用いられていま

す。

しかし、両者には異なる点もあり、ときにはそれが大きな意味を持つこともありま

す。では、どのような点が違うのでしょうか。

まず第一に、改正又は廃止前の法令が適用される根拠が違います。「なお従前

の例による」の場合、改正又は廃止前の法令自体は失効していて、「なお従前の

例による」という規定が適用の根拠となっていますが、「なおその効力を有する」の

場合、改正又は廃止前の法令が効力を有するとされているので、当該改正又は

廃止前の法令自体が適用の根拠となります。

第二に、効力の及ぶ範囲が違います。「なお従前の例による」の場合、「例」とい

う文字はもともと「ならわし、さだめ」という意味を有しており、従来の法律関係全体

を対象としていると考えられるため、当該法律のほか、政令、省令といった下位の

法令に関する経過規定は不要ですが、「なおその効力を有する」の場合、効力を

有するのはあくまで当該法律だけなので、当該法律に基づく政省令があるとき

は、それらについては別に経過規定を設ける必要があります。 

そして第三に、改正又は廃止前の法令を改正できるか否かが違います。「なお

従前の例による」の場合、改正又は廃止前の法令は失効しているので、改正は不

可能ですが、「なおその効力を有する」の場合、改正又は廃止前の法令は効力を

有するわけですから、改正することができます。

両者のうち、法律全体で見ると「なお従前の例による」の方がよく用いられている

ようです。
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なお、経過規定ではありませんが、北方領土問題等の解決の促進のための特

別措置に関する法律（昭和５７年法律第８５号）という法律の第７条では、一定の

事業に対する国の負担又は補助の割合について、「新産業都市建設促進法等を

廃止する法律による廃止前の新産業都市建設及び工業整備特別地域整備のた

めの国の財政上の特別措置に関する法律第四条、第五条第二項から第四項まで

及び第七条の規定の例による」としています。つまり、すでに廃止された法律の規

定の例によるとしているわけです。この規定の効力については、文言から分かると

おり、「なお従前の例による」に準じて考えればよいでしょう。

このように、法律の本則において、すでに廃止された他の法律の規定の例によ

るとする規定を置くのは、大変珍しい例であるといえるでしょう。

（鈴木達也／「立法と調査」NO.237・2003年9月）
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